
参考資料

総務省自治行政局公務員部応援派遣室

資料３－２南海トラフ地震・首都直下地震等大規模災害時の応援の
あり方に関する検討会（第２回）（R3.4.23）



○ 相互応援協定の状況

締結先の
都道府県又は指定都市

協定等名称 締結年月日

福井県 中部9県1市災害時等の応援に関する協定
平成7年11月14日締結
平成19年7月26日改定

滋賀県 中部9県1市災害時等の応援に関する協定
平成7年11月14日締結
平成19年7月26日改定

東京都 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

茨城県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

栃木県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

群馬県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

埼玉県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

千葉県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

神奈川県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

山梨県 震災時等の相互応援に関する協定 平成25年7月31日

新潟県
中央日本四県(新潟・山梨・長野・静岡)の災害
時の相互応援等に関する協定

平成27年8月27日

山梨県
中央日本四県(新潟・山梨・長野・静岡)の災害
時の相互応援等に関する協定

平成27年8月27日

鹿児島県
鹿児島県と静岡県との災害時の相互応援等に
関する協定

平成23年11月14日

熊本県
熊本県と静岡県との災害時の相互応援等に関
する協定

平成23年7月25日

締結先の
都道府県又は指定都市

協定等名称 締結年月日

九州地方知事会構成県
関西広域連合と九州地方知事会との災害
時の相互応援に関する協定

平成23 年10 月31 
日

福井県、三重県、滋賀県、京都
府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県、関西広域連合

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基
本協定

平成24年10月25日

関西広域連合
関西広域連合と四国知事会との災害時の
相互応援に関する協定

平成29年6月6日

・（例）静岡県（14協定） ・（例）徳島県（３協定）
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○重点受援県の陸上隊は、対象地震発生後１週間は後発地震に備え、地元で警戒業務を行い、応援は行わない。

○重点受援県の航空小隊は、転用容易のため、出動が可能な場合、応援を行うことができるものとする。

南海トラフ地震発生時の出動イメージ

【想定震源域の東側でＭ８クラスの地震が発生した場合の応援出動イメージ】
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　　　第１回検討会　消防庁説明資料
「南海トラフ地震等における緊急消防援助隊
　アクションプランについて」　P.８
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○内閣府「市町村のための人的応援の受け入れに関する受援計画作成の手引き」（令和２年４月）
　（http://www.bousai.go.jp/taisaku/chihogyoumukeizoku/pdf/jyuen_guidelines.pdf）37ページ
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≪地方公共団体の業務継続計画における「受援に関する規定」の策定状況≫

総務省消防庁「地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果」（令和３年２月25日）

≪防災基本計画（令和２年５月中央防災会議決定）における規定（抜粋）≫

第２編 各災害に共通する対策編 第６節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧・復興への備え

２ 情報の収集・連絡及び応急体制の整備関係 （５）防災関係機関相互の連携体制

○ 地方公共団体及び防災関係機関は、災害の規模やのニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び防災関係機関

から応援を受けることができるよう、防災業務計画や地域防災計画等に応援計画や受援計画をそれぞれ位置

付けるよう努めるものとし、応援先・受援先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・

連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備

を整えるものとする。
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○ 内閣府「防災における行政のNPO・ボランティア等との連携・協働ガイドブック」（平成30年４月）
（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf） 39ページ

※ 本ガイドブックにおいては、
初動期：「災害」から「災害VC開設」まで
応急期：「災害VC開設」から「仮設住宅入居開始」まで
復旧・復興期：「仮設住宅入居開始」以後 と定義している。 7

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf
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○ 内閣府「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」（平成29年３月）」
（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf） 36ページ
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○ 内閣府「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」（平成29年３月）」
（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/tiho_juen/pdf/jyuen_guidelines.pdf） 36ページ（続きの部分）
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１ 当該被害想定を踏まえ、本アクションプランは、以下の（１）、（２）の条件をいずれも満たす地震が発生し
た場合に適用する。

（１）発生した地震の震央地名が、表２に示す南海トラフ地震の想定震源断層域の地名のいずれかに該当す
ること。
【表２ 震央地名一覧】

（２）発生した地震により中部地方、近畿地方及び四国・九州地方の３地域のいずれにおいても、震度６強
以上が観測された場合、又は大津波警報が発表された場合。

【各地方の都道府県分類】
〇 中部地方：山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
〇 近畿地方：兵庫県、奈良県、和歌山県
〇 四国・九州地方：徳島県、香川県、愛媛県、高知県、大分県、宮崎県

２ 上記１の条件を満たす地震が発生した場合の他、表１に示す南海トラフ地震の被害と同程度の被害が見
込まれ、又は本アクションプランに基づき緊急消防援助隊を運用することにより、迅速かつ的確な対応
が可能であると消防庁長官（以下｢長官｣という。）が判断した場合に適用する。

総務省消防庁「南海トラフ地震等における緊急消防援助隊アクションプラン」（平成28年３月、抜粋）

想定震源断層域と重なる震央地名

山梨県中・西部 長野県南部 静岡県東部 静岡県中部 静岡県西部

駿河湾 駿河湾南方沖 新島・神津島近海 愛知県東部 愛知県西部

遠州灘 三河湾 岐阜県美濃東部 三重県北部 三重県中部

三重県南部 伊勢湾 三重県南東沖

和歌山県北部 和歌山県南部 和歌山県南方沖 紀伊水道 奈良県

淡路島付近 播磨灘

徳島県北部 徳島県南部 香川県東部 香川県西部 瀬戸内海中部

愛媛県東予 愛媛県中予 愛媛県南予 伊予灘 豊後水道

高知県東部 高知県中部 高知県西部 土佐湾 四国沖

大分県南部 宮崎県北部平野部 日向灘 九州地方南東沖
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１ 本アクションプランは、東京23 区の区域において震度６強以上が観測された場合に適用する。

２ 上記１の条件を満たす地震が発生した場合の他、表１に示す首都直下地震の被害と同程度の被害が見
込まれ、又は本アクションプランに基づき緊急消防援助隊を運用することにより、迅速かつ的確な対応が可
能であると消防庁長官（以下「長官」という。）が判断した場合に適用する。

総務省消防庁「首都直下地震における緊急消防援助隊アクションプラン」（平成29年３月、抜粋）
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https://corona.go.jp/

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html

http://www.kansensho.or.jp/uploads/files/topics/2019ncov/2019ncov_ippan_200203.pdf

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200427_bousai_79.pdf 

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200401_bousai_62.pdf

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200407_bousai_jimu1.pdf

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200428jimurenraku.pdf

https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/items/200521_bousai_87.pdf

https://www.niid.go.jp/niid/images/epi/corona/2019nCoV-02-200420.pdf 
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